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問題意識 
 今般の福島第一原発事故は、①どこまでが原発事業全般に起因するものなのか、②どこ

までが軽水炉発電一般に起因するものなのか、③どこまでが福島第一原発に固有な事情に

起因するものなのか、を考えてみたい。その上で、産業技術としての軽水炉発電の可能性

を検討する。現在進行形の対応とは方向感が大きく異なるところもあるが、原理的な側面

で問題を捉えていると理解してほしい。 
※括弧内は、拙著『原発危機の経済学：社会科学者として考えたこと』（日本評論、2011
年 10 月）の該当部分で、添付資料に含まれている箇所。 

 
1 産業技術として決して筋は悪くない 

1.1 軽水が冷却材・減速材である原子炉のメリット 
1.1.1 軽水は、いざとなれば海からでも得られる媒体 
1.1.2 冷却剤と減速材が牽制し合う性質 

1.2 根幹となる一次冷却系制御 
1.2.1 軽水炉発電とは、原子力物理をストレートに応用した技術というよりも、一

次冷却系の水量と水流を調整することによって核分裂反応という化学反応

を制御するという化学を応用した技術と考えるべきでないか。 
 
2 一次冷却系は速やかに復旧できる目処があったのか 

2.1 電源、取水ポンプ、配管のすべてについて復旧できる見込みがあったのか。 
2.1.1 一次冷却系を代替できない非常用炉心冷却装置（ECCS） 

2.2 見込みがなければ、ベント、注水（淡水が確保できなければ、海水）の措置を速

やかにとるべきと判断すべきでなかったか。 
2.2.1 福島第 2 原発の経緯との本質的な違い 
2.2.2 政府や東電本社は、現場の意思決定に干渉するのではなく、現場責任者の現

状認識からの合理的な対応を指示するという体制を最初からとるべきでな

かったか。 
 
3 ハードウェアの限界を補うソフトな対応（125 頁から 129 頁） 

3.1 思考停止に陥る発想、あってはならない発想 
3.1.1 想定外だったから、仕方がない 
3.1.2 ゼロリスクなんてありえないから、仕方がない 

3.2 ハードウェアの創造的な更新 
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3.2.1 極端に古い技術 → 新しい技術 
3.2.2 過度に外来の技術 → 自前の技術 
3.2.3 福島第一・1 号炉（GE）、敦賀・1 号炉（GE）、美浜・1 号炉（WH）の継続

運転の是非 
3.3 地震対策と津波対策 

3.3.1 規制体系の構築にはとてつもない時間がかかるので、安全性の維持を規制体

系の枠組みだけに頼ると、かえって柔軟性を失う。 
3.3.2 原発施設の固有周期の短さと岩盤の上にある立地環境 

3.3.2.1 活断層の存在とともに問題でないか。 
3.3.3 ハードの限界を行うソフトな対応 

3.3.3.1 ハードウェアでの対応には必ず時間ラグが生じる（当たり前の話）の

で、ハードの限界は、ソフトな対応で補うべき。 
3.3.3.1.1 何で、1 号炉、2 号炉、3 号炉を同時に運転させていたのか。 

 
4 核燃料サイクルが軽水炉発電事業の重荷になっていないか 

4.1 再処理の技術的な問題 
4.1.1 使用済み核燃料をプルトニウム 239 とウラン 235 を同時に取り出す過程は、

あまりに技術的負荷が高すぎないか。 
4.2 高速増殖炉は産業技術として可能なのか 

4.2.1 冷却剤が金属ナトリウムである時点で産業技術としての要件を満たしてい

ないのでないか。 
4.2.2 あまりに高い時間コスト… 

4.3 地層処分の哲学的基礎の欠如 
4.3.1 「放射性廃棄物を地下数百メートル以深の安定な地層中に建設される処分

施設に、ふたたび地表に取り出す意図なしに、永久に収納し、人間による管

理から外した状態に置くことをいう。」 
 
5 財務問題を抱える主体が事故処理を担う危険性（188 頁から 211 頁） 

5.1 東電財務問題に対する行政や政治の無頓着 
5.1.1 資金繰りを付けること（liquidity problem）と、継続企業としての財務健全

性を保つこと（solvency problem）は、質的に異なる問題 
5.1.2 何らかの更正プロセスの必要性 
5.1.3 事故処理の完全な分離 
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6 常識で大惨事は防げたのでないだろうか：経営者の責任、投資家の責任 
 福島第一原発事故の経緯を詳しく調べてきて、事故の要因は軽水炉発電一般に起因する

のでなく、経営者や投資家の常識的な判断で大惨事を防げたのでないかと思うようになっ

た。 
 
【発すべきクエスチョン】 
 自主技術としてあまりに未熟な 1 号炉は、早い段階で更新すべきでなかったか。更新

できずとも、稼働率を極端に引き下げるべきでなかったか。 
 防波堤の増築は直ぐにできなかったにしても、頑健な取水ポンプ建屋の建築は急いで

おくべきだったのではないか。 
 地震や津波に対する防備が完全ではないという認識に立てば、よく似た施設フォーメ

ーションの原子炉の同時稼働は、極力回避すべきでなかったか。 
 非常用炉心冷却装置が一次冷却系の代替にならないという認識を徹底しておくべきで

なかったか。 
 一次冷却系が復旧できないケースにおけるベントや注水の実施について、あらかじめ

具体的な見通しを立てておくべきでなかったか。 
 ベントの利用を想定してフィルターを設置しておくべきでなかったか。 
 注水に必要となってくる水についても、淡水の確保や、万が一の場合の海水の取

水の手続きを整備しておく必要があったのでないか。 
 
 以上のような発想は、普通の産業技術の維持管理と果たして大きく変わるところがある

のだろうか。 
 そうであるとすると、そうした産業技術に責任のある経営者や投資家に一義的な責任が

あるのでないだろうか。財務問題も含めて事後処理は、そうした認識を出発点とすべきで

あろう。 
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